
「消費者基本法改正」 平成16年６月２日施行
・保護から自立支援へ

「消費者教育の推進に関する法律」 平成24年８月22日成立、同12月13日施行

消費者庁に「消費者教育推進会議」設置 平成25年３月６日第１回会議
・ 委員相互の情報交換 ・ 「基本方針」作成・変更に意見

「消費者教育の推進に関する基本方針」 平成25年６月28日閣議決定
・ 消費者教育推進会議における更なる議論
・ 地方公共団体における消費者教育推進協議会の設置、消費者教育推進計画の策定等の取組

「消費者教育推進会議取りまとめ」 平成27年３月５日公表
・ 消費者市民社会における消費者の具体的行動例
・ 多様な担い手による消費者教育の実践に向けた事例の提示
・ 地域における多様な主体の連携・協働に向けた提案・事例の提示

「第二期消費者教育推進会議」 平成27年７月～平成29年６月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直しに向けた論点整理
・ 社会情勢等の変化に対応した課題

「第三期消費者教育推進会議」 平成29年８月～平成31年７月
・ 「消費者教育の推進に関する基本的な方針」の見直し
・ 社会情勢等の変化に対応した課題（若年者への効果的な消費者教育 他）

「消費者教育の推進に関する基本方針」変更 平成30年３月20日閣議決定
・ 社会情勢等の変化を踏まえた変更 ・ 重点的に取り組む喫緊の課題を「当面の重点事項」として提示 １

〇消費者教育推進のこれまでの取組 資料３



消費者教育の推進に関する法律の概要

○学校における消費者教育の推進(第11条)
発達段階に応じた教育機会の確保、研修の充実、
人材の活用
○大学等における消費者教育の推進(第12条)
学生等の被害防止のための啓発等
○地域における消費者教育の推進(第13条)
高齢者･障害者への支援のための研修･情報提供
○人材の育成等(第16条)

・基本方針を踏まえ策定(努力義務)

・消費者庁･文部科学省が案を作成･閣議決定
･基本的な方向
･推進の内容等

国・消費者教育の総合的・一体的な推進
・国民の消費生活の安定・向上に寄与

目的(第1条)

定義(第2条)

『消費者教育』

消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育
(消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性
について理解及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに
準ずる啓発活動

『消費者市民社会』

個々の消費者の特性及び消費生活の多様性の相互尊重しつつ、自
らの消費生活に関する行動が将来にわたって内外の社会経済情勢及
び地球環境に影響を及ぼし得ることの自覚して、公正かつ持続可能
な社会の形成に積極的に参画する社会

国と地方の責務と実施事項

責務(第4条)

地方公共団体

団体の区域の社会的経済的状況に応じた施策策定、
実施(消費生活センター、教育委員会その他の関係機
関と連携)

推進に必要な財政上の措置その他の措置(地方は努力義務)財政上の措置(第8条)

基本方針(第9条) 都道府県消費者教育推進計画

義務付け(国・地方) 努力義務(国および地方)

○教材の活用等(第15条)

○調査研究(第17条)

○情報の収集(第18条)

基本理念（第3条）

消費者団体 (努力義務) （第6条）
～自主的活動･協力

事業者・事業者団体(努力義務)
～施策への協力・自主的活動（第7条)
～消費生活の知識の提供、従業員の研修、資金の提供
(第14条）

消費者教育推進会議(第19条)

消費者庁に設置(いわゆる８条機関)

①構成員相互の情報交換･調整～総合的、体系的かつ効
果的な推進
②基本方針の作成･変更に意見

委員(内閣総理大臣任命)
～消費者、事業者、教育関係者、消費者団体･
学識経験者等

※委員は20名以内、任期２年、幹事、専門委員を置く
（政令で規定）

消費者教育推進地域協議会(第20条)

都道府県・市町村が組織 (努力義務)

①構成員相互の情報交換･調整～総合的、体系的かつ
効果的な推進
②推進計画の作成･変更に意見

構成

～消費者、消費者団体、事業者、
教育関係者、消費生活センター等

・消費生活に関する知識を習得し、適切な行動に結びつける実践的能力
の育成

・主体的に消費者市民社会の形成に参画し、発展に寄与できるよう積極
的に支援

体系的推進・幼児期から高齢期までの段階特性に配慮

効果的推進 ・場(学校、地域、家庭、職域)の特性に対応
・多様な主体間の連携
・消費者市民社会の形成に関し、多角的な情報を提供
・非常時(災害)の合理的行動のための知識・理解
・環境教育、食育、国際理解教育等との有機的な連携

市町村消費者教育推進計画

消費者教育の推進に関する総合的な施策策定、実施

責務(第5条)

(平成２４年１２月１３日施行(平成２４年８月２２日公布))

（検討）（附則）
○法律の施行後５年を目途として、施行状況に検討を加
え、必要がある場合には所要の措置を講ずる。

○消費者教育推進法

2



Ⅲ 消費者教育の推進の内容

様々な場における消費者教育 人材（担い手）の育成・活用

○基本方針＝消費者教育の推進に関する法律（平成24年12月施行）第９条の規定に基づき、
内閣総理大臣及び文部科学大臣が案を作成、閣議で決定。

○基本方針の位置付け＝誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受けることができる

機会を提供するためには、消費者教育を体系的・総合的に推進することが必要

⇒幅広い担い手（国、地方、消費者団体、事業者等、消費者自身）にとっての指針

○手段＝幅広い担い手の支援・育成、担い手間の連携、情報共有の促進

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

・家計消費は国内総生産（GDP）の過半数（291.9兆円／538.4兆円）
⇒消費者の安全・安心の確保は、消費の拡大、更には経済の好循環の実現
にとって大前提

・インターネット利用の拡大、「デジタルコンテンツ」に関する相談件数の増加
・成年年齢引下げについての検討も踏まえた実践的な消費者教育の重要性
・社会の安定と持続可能性の確保のため、消費者が自身の社会的役割を
自覚し、行動することの重要性についての認識の高まり（SDGs）

消費者の自立を支援

被害に遭わない消費者、合理的意思決定のできる消費者の育成
さらには、社会の一員として、より良い市場とより良い社会の発展のために

積極的に関与する消費者の育成（消費者市民社会の形成に参画）

消費者を取り巻く
現状と課題

○各主体の役割と連携･協働

○消費者教育の体系的推進のための取組の方向

○他の消費生活に関連する教育との連携推進
（環境教育・食育・金融経済教育・法教育・主権者教育等）

・国と地方公共団体
・消費者行政と教育行政
・地方公共団体と消費者団体、事業者等

地域における多様な主体間の
ネットワーク化
（結節点としての消費者教育推進
地域協議会）

当面の重点事項
１．若年者の消費者教育
２．消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進
３．高度情報通信ネットワーク社会の発展に対応した
消費者教育の推進

※具体的に推進する施策は、赤枠箇所

○消費者教育の推進に関する基本的な方針 概要

消費者教育は、幼児期から高齢期までの
各段階に応じて体系的に行うべき

・ライフステージに応じた様々な教育の場（学校、地域、家庭、職域等）を活用して効果的に
消費者教育を行う
⇒それぞれのライフステージにおける消費者教育のイメージが様々な主体において共有
されることが重要

・消費者の特性（年齢のほか、性別、障害の有無、消費生活に関する知識の量など）
に配慮し、対象に応じた消費者教育の方法や内容を工夫
⇒例えば、高等学校段階までに契約などについての実践的な消費者教育を行う、
要支援者に対する教育については本人だけでなくその支援者への働き掛けを行う、など

(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)

・学習指導要領に基づく実践的な教育
を推進

・その着実な実施について周知・徹底

(大学･専門学校等)
自立した社会人としての育成のため消
費者教育に関する科目等の開設に期待

⇒特色ある取組事例や課題等の情報提
供・啓発

学校

地域
社会

・消費生活センターの拠点化
・社会教育施設等の活用
・国からは情報提供等の支援
・見守りネットワーク構築の促進、その活
用による消費者教育の実施

・職域における消費者教育の内容、事業者
にとってのメリットなどの認識を共有
・事業者の形態、事業分野等に応じた従業
者に対する教育を実施

職域

(小学校･中学校･高等学校・特別支援学校等)

教職員の指導力向上が必要
：教員養成課程や現職教員研修等における
消費者教育に関する内容の充実
⇒実態把握と必要な情報提供

：国民生活センター等の教員向け研修の
活用を推進

(大学・専門学校等)
・地方公共団体や関係団体との連携の枠組みを
構築
・消費者教育推進地域協議会への参画を促進

・消費者団体・ＮＰＯ等による消費者教育
・担い手育成拠点としての国民生活センター、
消費生活センター、社会教育施設等の活用

・消費者教育としての、事業者による消費者へ
の情報提供、商品サービスの開発・提供
・積極的な情報提供としての「出前講座」、
「出前授業」の充実に期待

Ⅳ 関連する他の消費者施策との連携 Ⅴ 今後の消費者教育の計画的な推進

○食品と放射能に関する理解増進 ○事故・トラブル情報の迅速的確な分析・原因究明
○食品表示の理解増進

平成30年度～34年度の5年間を対象

消費生活相談員や専門家
（弁護士、司法書士、行政
書士等）などの外部人材

消費者教育
コーディネーター

多様な関係者や場をつなぐため、
間に立って調整

職域 家庭

学校

消費生活センター等を拠点とする、多様な主体が連携・協働した体制作り
様々な場における、外部人材を活用した効果的な消費者教育を実現

育成・配置の促進

消費生活相談員、元教員、NPOの一員など

【16都道府県、9政令市で設置済み】

平成25年６月28日 閣議決定
（平成30年３月20日 変更）
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幼児期 小学生期 中学生期 高校生期
成人期

特に若者 成人一般 特に高齢者

各期の特徴 様々な気づきの体験を
通じて、家族や身の回り
の物事に関心をもち、そ
れを取り入れる時期

主体的な行動、社会や
環境への興味を通して、
消費者としての素地の
形成が望まれる時期

行動の範囲が広がり、
権利と責任を理解し、
トラブル解決方法の理
解が望まれる時期

生涯を見通した生活の管
理や計画の重要性、社会
的責任を理解し、主体的な
判断が望まれる時期

生活において自立を進
め、消費生活のスタイル
や価値観を確立し自ら
の行動を始める時期

精神的、経済的に自立
し、消費者市民社会の
構築に、様々な人々と協
働し取り組む時期

周囲の支援を受けつつも
人生での豊富な経験や
知識を消費者市民社会
構築に活かす時期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

商
品
等
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情
報
と
メ
デ
ィ
ア

トラブル対応能
力

商品安全の理
解と危険を回
避する能力

と考える態度

選択し、契約す
ることへの理解
と考える態度

生活を設計・管
理する能力

情報の収集・処
理・発信能力

消費生活情報
に対する批判的
思考力

モラルの理解

情報社会の
ルールや情報
モラルの理解

消費がもつ
影響力の理解

持続可能な
消費の実践

消費者の参画・
協働

困ったことがあったら
身近な人に伝えよう

くらしの中の危険や、
ものの安全な使い方
に気づこう

約束やきまりを守ろう

欲しいものがあった
ときは、よく考え、時
には我慢することを
おぼえよう

支え合いながらトラブル解
決の法律や制度、相談機
関を利用しよう

安全で危険の少ない
くらしの大切さを伝え
合おう

生活環境の変化に対応
し支え合いながら生活
を管理しよう

契約トラブルに遭遇
しない暮らしの知恵
を伝え合おう

身の回りの情報から
「なぜ」「どうして」を
考えよう

支え合いながら情報
と情報技術を適切に
利用しよう

支え合いながら、トラブ
ルが少なく、情報モラル
が守られる情報社会を
つくろう

支え合いながら消費
生活情報を上手に取
り入れよう

消費者の行動が環境、
経済、社会に与える影
響に配慮することの大
切さを伝え合おう

支え合いながら協働し
て消費者問題その他の
社会課題を解決し、公
正な社会をつくろう

持続可能な社会に役
立つライフスタイルに
ついて伝え合おう

身の回りのさまざま
な情報に気づこう

身の回りのものを大
切にしよう

協力することの大切
さを知ろう

自分や家族を大切に
しよう

おつかいや買い物に
関心を持とう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関を利用しや
すい社会をつくろう

安全で危険の少ない
くらしと消費社会をつ
くろう

経済社会の変化に対応
し、生涯を見通した計画
的なくらしをしよう

契約とそのルールを
理解し、くらしに活か
そう

情報と情報技術を適
切に利用するくらしを
しよう

トラブルが少なく，情
報モラルが守られる
情報社会をつくろう

消費生活情報を主体
的に評価して行動し
よう

生産・流通・消費・廃棄
が環境、経済、社会に
与える影響に配慮して
行動しよう

地域や職場で協働して
消費者問題その他の社
会課題を解決し、公正
な社会をつくろう

持続可能な社会を目
指したライフスタイル
を実践しよう

トラブル解決の法律や制
度、相談機関を利用する
習慣を付けよう

安全で危険の少ない
くらし方をする習慣を
付けよう

生涯を見通した計画的
なくらしを目指して、生
活設計・管理を実践しよ
う

契約の内容・ルールを
理解し、よく確認して契
約する習慣を付けよう

情報と情報技術を適
切に利用する習慣を
身に付けよう

情報社会のルール
や情報モラルを守る
習慣を付けよう

消費生活情報を主体
的に吟味する習慣を
付けよう

生産・流通・消費・廃棄
が環境、経済、社会に
与える影響を考える習
慣を身に付けよう

消費者問題その他の社
会課題の解決や、公正
な社会の形成に向けた
行動の場を広げよう

持続可能な社会を目
指したライフスタイル
を探そう

トラブル解決の法律や
制度、相談機関の利
用法を知ろう

安全で危険の少ないく
らしと消費社会を目指
すことの大切さを理解
しよう

主体的に生活設計を立て
てみよう
生涯を見通した生活経済
の管理や計画を考えよう

適切な意思決定に基づ
いて行動しよう
契約とそのルールの活用
について理解しよう

情報と情報技術の適切な
利用法や、国内だけでな
く国際社会との関係を考
えよう

望ましい情報社会のあり
方や、情報モラル、セキュ
リティについて考えよう

消費生活情報を評価、選
択の方法について学び、
社会との関連を理解しよ
う

生産・流通・消費・廃棄が
環境、経済や社会に与え
る影響を考えよう

身近な消費者問題及び社
会課題の解決や、公正な社
会の形成に協働して取り組
むことの重要性を理解しよう

持続可能な社会を目
指して、ライフスタイル
を考えよう

販売方法の特徴を知り、
トラブル解決の法律や制
度、相談機関を知ろう

危険を回避し、物を
安全に使う手段を知
り、使おう

消費に関する生活管理
の技能を活用しよう
買い物や貯金を計画的
にしよう

商品を適切に選択する
とともに、契約とその
ルールを知り，よりよい
契約の仕方を考えよう

消費生活に関する
情報の収集と発信
の技能を身に付けよ
う

著作権や発信した情
報への責任を知ろう

消費生活情報の評価、
選択の方法について学
び、意思決定の大切さ
知ろう

消費者の行動が環
境や経済に与える影
響を考えよう

身近な消費者問題及び
社会課題の解決や、公
正な社会の形成につい
て考えよう

消費生活が環境に
与える影響を考え、
環境に配慮した生活
を実践しよう

困ったことがあったら
身近な人に相談しよ
う

危険を回避し、物を
安全に使う手がかり
を知ろう

物や金銭の大切さに気
づき、計画的な使い方を
考えよう
お小遣いを考えて使おう

物の選び方、買い方を
考え適切に購入しよう
約束やきまりの大切さを
知り、考えよう

消費に関する情報の
集め方や活用の仕
方を知ろう

自分や知人の個人
情報を守るなど、情
報モラルを知ろう

消費生活情報の目
的や特徴、選択の大
切さを知ろう

消費をめぐる物と金
銭の流れを考えよう

身近な消費者問題に
目を向けよう

自分の生活と身近な
環境とのかかわりに
気づき、物の使い方
などを工夫しよう

重点領域

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

Ver.1.0
○ 消費者教育の体系イメージマップ

4
4



１ 成年年齢の引下げ（民法第４条）

３ 施行までの周知期間

① 一人で有効な契約をすることができる年齢
② 親権に服することがなくなる年齢

（現行法） 男性 １８歳 女性 １６歳

法 律 の 要 点

平成21年10月 法制審議会の答申
○ 選挙権年齢が18歳に引き下げられるのであれば，環境整備をした上で，成年年齢も18歳に引き下げる
○ 成年年齢を18歳に引き下げるのであれば，女性の婚姻開始年齢は18歳に引き上げるのが相当

平成27年6月 公職選挙法の改正
○ 選挙権年齢を18歳へ引き下げ，民法についても法制上の措置を要請

平成19年5月 国民投票法の制定
○ 憲法改正国民投票の投票権年齢を18歳と定め，民法についても法制上の措置を要請

いずれも２０歳から１８歳に引き下げ
「成年」と規定する他の法律も１８歳に変更

女性の婚姻開始年齢を１８歳に引き上げ
婚姻開始年齢は男女とも１８歳に統一

平成28年7月 参議院議員通常選挙
○ 国政選挙において，初めて18歳選挙権を実施 （法務省資料を元に作成）

２ 女性の婚姻開始年齢の引上げ（民法第７３１条）

平成３４年４月１日から施行
若者のみならず，親権者等の国民全体に影響

消費者被害の防止等の観点から，周知徹底が必要

従 前 の 経 緯従 前 の 経 緯

○民法の一部を改正する法律（成年年齢関係）
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消費生活相談窓口の充実・周知制度整備等

○教材の開発、手法の高度化
・消費者庁で平成28年度に作成した高校生向け消費者教育教材について、全国の学校教育現場での活用を推進

（平成29年度は、徳島県内の全高校で教材を活用した授業を実施）

・アクティブ・ラーニングの視点からの手法等（参加型授業、模擬体験）を用いた消費者教育により、

実践的な知識の習得を推進

○実務経験者の学校教育現場での活用
・実務経験者(消費生活相談員、弁護士、司法書士等)を外部講師として学校教育現場で活用することを推進

（連携の推進のため、消費者教育コーディネーターの育成・配置の促進に向けた支援）

○教員の教育・研修
・大学の教員養成課程、現職教員研修、教員免許更新講習等において、消費者教育に関する取組を推進

○大学、専門学校等と消費生活センターの連携
・大学、専門学校等と地元の消費生活センターとの連携を支援し、被害事例に関する情報共有や出前講座等を実施

○消費者教育推進の体制整備
・地方公共団体における「消費者教育推進計画」の策定【47都道府県、18政令市策定済】

及び「消費者教育推進地域協議会」の設置【46都道府県、18政令市設置済】を推進

消費者教育の充実～消費者の自立を支援～

○消費者契約法の改正
・社会生活上の経験不足を不当に利用した勧誘行為に対して取消権を追加

・事業者の努力義務として個々の消費者の知識及び経験を考慮した上で

必要な情報を提供することを明示 （参考資料参照）

○特定商取引法施行規則の改正
・若年成人の知識・判断力等の不足に乗じて契約を締結させる行為が

行政処分の対象となることを明確化

○特定商取引法に違反した事業者に対する厳正な法執行
・地方公共団体の法執行体制強化の支援 等

消費者教育教材
「社会への扉」

「社会への扉」
教師用解説書

〇成年年齢の引下げに向けた消費者庁の対応

○消費生活相談窓口の充実

・地方公共団体における消費生活センターの整備

人口５万人以上の全市町で設置【30道府県済】
人口５万人未満の市町村50％以上で設置【19道府県済】

○消費者ホットライン１８８※の周知
※ 最寄りの消費生活センターや消費生活相談窓口などにつながり、相談を受付。

・消費者ホットライン１８８、消費生活センター
の存在と役割について、積極的な広報

消費者庁

6

「若年者への消費者教育の推進に関するアクション
プログラム｣に基づき、関係省庁が連携して推進



○若年者への消費者教育の推進

関係省庁（消費者庁、文部科学省、法務省、金融庁）が緊密に連携し、
2018年度から2020年度までを集中強化期間として、取組を推進

成年年齢の引下げを見据え（※）、若年者の消費者被害の防止・救済のため、また自立した消費者の育成のため、若
年者への実践的な消費者教育の推進は喫緊の課題
※成年年齢を引き下げる民法の改正は、平成30年６月13日可決、同月20日公布（平成34年４月施行予定）

社会経済情勢等を踏まえて重点的に取り組むことが求められる
喫緊の課題として、若年者への消費者教育を「当面の重点事項」
に位置付け

「消費者教育の推進に関する基本的な方針」
（平成30年３月20日 変更の閣議決定）

「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」
（平成30年２月20日 若年者への消費者教育の推進に関する

４省庁関係局長連絡会議決定）

民法の
未成年者取消権

事業者の行為の不当性の
有無に関わらず取消しの
対象となる

成年年齢の引下げ 引下げで
取消権が
無くなる

消費者教育の充実
消費生活相談窓口の

充実・周知
対応した施策

（消費者の年齢）

制度整備等

18歳 20歳

主体的に判断し、責任を持って
行動する能力を育む必要

佐々木さやか君
この成年年齢の引下げに当たっては、若者がその年齢でしっかりと自立するという、それだけの環境整備、これが重要だと思っております。（中略）
学生の皆さんとか若い皆さんとお話をしていても、もう本当に自分が社会に出て大丈夫だろうか、こういう不安を抱いている方もいらっしゃる、こういう
印象を他方で私は受けております。例えば消費者被害とか、そういったことも心配をされるわけでありますけれども、消費者教育を充実をしたり、いろ
いろな制度の整備も必要だろうと思っております。

内閣総理大臣（安倍晋三君）
成年年齢の引下げに係る民法改正法案に関しては、現在、今国会への提出を目指し、所要の手続を進めているところであります。政府としても、
委員御指摘の消費者被害を防止する施策など、成年年齢の引下げに向けた環境整備については、改正法案の成立後も引き続き政府一体と
なって取り組む必要があるものと認識をしています。

（平成30年3月5日参議院・予算委員会）

7



関係省庁（消費者庁、文部科学省、法務省、金融庁）が緊密に連携し、2018年度から2020年度までを集中強化期間とし
て、実践的な消費者教育の実施を推進するため、以下の取組を推進

2020年度までには、
・全ての都道府県の全高校で「社会への扉」を活用した
授業が実施されること
・全都道府県に消費者教育コーディネーターが配置される
ことを目指す

○若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム
（平成30年２月20日 若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決定）

・大学等と消費生活センターとの連携支援・出前講座の実施

・大学における講義実施等を通じた正しい金融知識の普及

高等学校等における消費者教育の推進

・ 学習指導要領の徹底

・ 消費者教育教材の開発、手法の高度化

・ 実務経験者の学校教育現場での活用

・ 教員の養成・研修

大学等における消費者教育の推進

「若年者の消費者教育分科会」による検討と取りまとめを
受けた消費者教育推進会議における審議を踏まえ、教
員による消費者教育の指導力向上のための取組を推
進

消費者教育コーディネーターの育成・配置等による
実務経験者の活用の推進

実践的な能力を身に付ける教材「社会への扉」を活用

した授業の実施の推進等

○ 教職課程における消費者教育の内容の充実
○ 有機的に連携した継続的な体制の構築
○ 現職教員に対する講習、研修における講座の開設数の
増加及び内容の充実

○ 外部人材等の活用及び育成

その他 全ての都道府県等において、消費者教育推進計画・消費者教育推進地域協議会の策定・設置を
目指す 等 8



（参考）「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」における目標

1

8

25

47 47

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

目標：すべての都道府県で全高校で実施

都
道
府
県
数

集中強化期間

・徳島県での実証結果について
情報共有（活用手法等）

・消費者教育教材「社会への扉」の提
供
・「社会への扉」を活用した授業を実施する
教員向けの研修の実施、講師派遣

・関係省庁（金融庁、法務省、文部科学省）との連携

「社会への扉」を活用した授業の実施
⇒実践的な能力を身に付ける

徳島県内の全高校で

「社会への扉」を活用し
た授業を実施
（全56校／約6900人）

目標：すべての都道府県で配置

16都道府県で配置済み（2017年４月１日現在）

都
道
府
県
数

16 17

30

47 47

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

・国民生活センターによる研修を
活用した育成

・消費者行政強化交付金を
活用した育成・配置の促進

集中強化期間

消費者教育コーディネーターの育成・配置
⇒学校教育現場における外部講師の活用
（実務経験者の有する知識や経験を有効活用）

※消費者教育コーディネーターとは、消費者教育を担う
多様な関係者や場をつなぐため、間に立って調整を
する役割を担う者。
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【目的】 成年年齢の引下げが議論されていることも踏まえ、高等学校段階までに、契約

に関する基本的な考え方や契約に伴う責任を理解するとともに、身近な契約等を通じて、
社会において消費者として主体的に判断し責任を持って行動できるような能力を育む。

社会への扉

契約や消費者トラブル等が身近な暮らし
の中に存在することに気付かせる。

○高校生向け消費者教育教材「社会への扉」

Ｐ.１～２
導入

生
徒
用
教
材

契約について理解しよう！

消費者が主役の社会へ
お金について理解しよう！

暮らしの安全について理解しよう！

－12のクイズで学ぶ自立した消費者－

グループ学
習にも活用
できるワーク
を掲載

ワーク３ なぜ、法律では上のよ
うな取引に関してクーリング・オフ
制度を定めているのだろうか。

高校生にも
身近なイン
ターネット
ショッピン
グの注意
事項を具体
的に掲載

消費生活センターについて知ろう！

あなたの行動が社会を変える！

・クレジットカードの仕組み、多重債務、将来の詐欺的投資
被害を防ぐための注意を掲載

・暮らしに潜む危険の例を紹介し、安全に配慮した行動、
再発防止のための行動がとれる消費者になることを促進

・「高校生が消費生活センターに相談したら」という設定の
マンガで紹介

・消費者トラブルにあった際に行動することが、消費者市
民社会の実現につながることを紹介

教
師
用
解
説
書

消費生活に関する１２のクイズを掲載

生徒用教材に関わる学習指導
要領の項目等を示す表

●生徒用教材各ページ
の解説
●教師として知っておきた
い若年者を取り巻く消費
生活に関する情報
●生徒用教材の「ワーク」
「発展」、「プラスα問題」
の考え方

公民科、家庭科の指導案例とワーク
シート例（ワークシート実物大はウェブサイト掲載）

消費者教育の必要性についての
メッセージ
・消費者教育を実践している
教師・弁護士・消費生活相談員

Ｐ．３～１１

キャッチセールスのイメージ

消費者庁 社会への扉 検索
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http://www.caa.go.jp/future/project/project_003/ 

○消費者教育教材「社会への扉」の徳島県における活用事例集

消費者庁は、消費者行政新未来創造オフィスのプロジェクトとして、若年者への消費者教育の推
進を図るため、平成29年度、徳島県内の全ての高等学校等56校で、「社会への扉」を配付し、同
教材を活用した授業を実施しました。
本事例集は、授業参観ができた20校（全日制、定時制、特別支援学校、高等専門学校）につい

て、各先生が試行錯誤や工夫の上、実施された授業例を広く全国に紹介することで、全国の高等学
校等における実践的な消費者教育の取組の参考にしていただくことを目的として作成したもので
す。「社会への扉」の活用方法は、先生によって教え方が違うように、それぞれの学校で異なり、
多種多様であったところ、本事例集は活用方法の一例を示したものです。

《各授業の内容を紹介【事例１～20】》
・各授業の形式や流れなどを指導案のような形で紹介
・「社会への扉」の活用箇所や活用のタイミングを紹介
・授業実施者、授業を受けた生徒のコメントを紹介

・家庭科で活用した事例（事例１～10）
・公民科で活用した事例（事例11～13）
・総合的な学習の時間で活用した事例（事例14）
・ホームルーム活動で活用した事例（事例15～16）
・外部講師による出前授業で活用した事例（事例17）
・特別支援学校で活用した事例（事例18～20）

１事例１～20

《「社会への扉」の内容順に沿って活用事例を紹介【事例A～E】》
・板書や写真、イラストなどを交えて、授業における「社会への扉」
のアレンジ例を紹介

・「消費者が主役の社会へ（P.１～２）」の活用事例（事例A）
・「契約について理解しよう！ （P.３～６） 」の活用事例（事例B）
「お金について理解しよう！ （P.７～９） 」の活用事例（事例C）
「消費生活センターについて知ろう！ （P.10） 」の活用事例
（事例D）
「あなたの行動が社会を変える！ （P.11） 」の活用事例
（事例E）

事例
A～E２

《ワークシート【参考資料】》
・各授業で使用したワークシートを紹介
・本事例集のほか、消費者庁のホーム
ページ上にワード、エクセルなどのダ
ウンロードできる形式で掲載

・18種類のワークシート
を紹介 （P.1～39）３ワークシート

消費者庁 社会への扉 検索

http://www.caa.go.jp/future/project/project_003/
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